
別紙２ 

 

保安規程および保安規定の変更概要 

 

１．保安規程（保全計画）の変更概要 

○定期検査毎に点検を行う重要な機器の点検および検査の間隔から定まる期間に

ついて、２６カ月としても問題がないことを技術評価した。 

○保安規程（保全計画）について、運転期間を現行の１３カ月以内から２４カ月以

内となるよう点検および検査の間隔を変更した。 

 

２．保安規定の変更概要 

○原子炉を停止して行う必要のある点検および検査の間隔から定まる期間につい

て、２６カ月としても問題がないことを技術評価した。 

○燃料交換の間隔から定まる期間について、現在と同じウラン濃縮度の燃料で、 

１８カ月としても問題がないことを技術評価した。 

○当社として初めての運転期間延長であることから、これに伴う安全・安定運転の

実績を積み重ねることを考慮して、現行の１３カ月以内から１６カ月以内に延長

した。 

 

３．今後の対応 

上記の変更について、経済産業省原子力安全・保安院に、届出・申請を行って

おり、原子力安全・保安院の確認・審査にて妥当性が確認されれば、第４回定期

検査終了後の電気事業法に基づく告示および原子炉等規制法に基づく保安規定

変更認可により運転期間を１６カ月以内に延長する。 

 

 

 

24カ月（ただし、制度導入から５年間は18カ月以内に限定）

定期検査毎に検査を行う重要な機器の技
術基準適合性を判定する判定期間として
設定しても問題がない期間として当社が技
術評価した期間

保全計画の妥当性が確認された場合、定
期検査間隔として国が設定する期間（告示
により決定）

燃料交換の間隔から定まる期間として当
社が設定した期間

初めての運転期間の延長であることから、
安全・安定運転の実績を積み重ねていくこ
とを考慮して、当社が設定した期間（保安
規定に記載する原子炉運転期間） 国の
保安規定変更認可により決定
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